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［資料l
「なぜ産業別組合が必要なのか」
井上昭一
はじめに
そもそもアメリカ合衆国の労働組合にとって，その生誕の起源は，専制的
な雇用主に対して労働者の尊厳，社会正義を実現することにあった。それに
加えて， 1930年代初頭の合衆国では1929年秋に発生した大恐慌の影響で急激
かつ一方的なレイオフ，賃金カット，長期にわたる失業などが表面化して，
政治的にも経済的にも，労働組合運動を強力に推進する有利な局面が生じ
た。ところが，当時，職能的あるいは職業別に組織されていた組合の混成
休，アメリカ労働総同盟 (theAmerican Federation of Labor, AFL) 
は，鉄鋼業，自動車工業などの大量生産産業に効果的に進出できなかった。
そのころ， 3,500万にのぼる労働者が未組織のままに残されており，彼ら
の大部分は組合の保護を切望していた。 1935年には AFLに属する組合員数
は，わずか304万5,347名であった。このほか独立組合員が57万1,000名いて，
これを合わせても組合に組織されている労働者の数は361万6,347名にすぎ
(1) 
ず，組織化を待ち望んでいる労働者の10.6彩にしかならなかった。しかし
AFLは，アメリカ労働運動史上最大の未組織労働者を組織する機会を利用
することができなかった。
1886年に，ォハイオ州コロンバスに設立された AFLにおいて，ただ1年
間だけの例外を除いて，サミュエル・ゴンパース (SamuelGompers)は，
(1) R. O. Boyer and H. M. Morais, Labor's Untold Story, 1955.（雪山慶正訳
「アメリカ労働運動の歴史」岩波書店， 1967年，（][)204ペー ジ。〕
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1924年に死ぬまでの間， その会長をつとめた。彼の指揮下に， AFLは一つ
の実利的な政策，すなわち「単純な」労働組合主義を進めていった。
ゴンパースは，かつては社会主義に影善されたこともあったが，当時はす
でに AFLを乗っ取ろうとする社会主義者たちの努力をおさえつけて，急進
的な理論を避けるようになっていた。 AFLは着実に単純なプログラムだけ
を守った。すなわち標準的な労働時間と賃金，公正な労働条件，雇用主との
団体交渉権，不時の必要にそなえる共済基金の積立てなどがそれである。そ
れは資本主義的生産および所有の制度を是隠して，その範囲内で労働者，と
くに熟練労働者の地位を改善しようとした。また AFLは，純然たる階級闘
争を宣言することは避けて，産業界における団体契約という特権の確保に関
(2) 
心をもつ雇用主や市民の団体とは，できるだけ協力した。
熟練労働者だけの利益を擁護しょうとする組織 AFLは， 19世紀の産業機
構には適していたかも知れないが， 20世紀の30年代の産業組織にはまった＜
不向きであった。機械の使用が増加し，その結果熟練が平掏化されたため
(3) 
に，職能別組合主義の政策は時代遅れになってしまったのである。
1920年代半ば以来，合同炭坑労組 (UnitedMine Workers, UMW)のジ
ョン •L.'レイス CJohn L. Lewis)などが中心となって， トラスト化され
ている基幹産業あるいは大量生産産業における未組織労働者一一繋濃［，不熟
練，未熟練労働者を問わず—を産業別に組織する組合，すなわち統一戦線
こそ新しい状況に対処し，資本家の反動的・敵対的行為に対抗して労働者の
(2.) Charles A. Beard, Mary, R. Beard and William Beard, The Beards' 
New Basic History of the United States, 1960. 〔松本重治・岸村金次郎•本
間長世訳「新版アメリカ合衆国史」岩波書店， 1968年， 313ペー ジ。J
(3) ヘンリー・フォードによれば，フォード社の工場でのすべての仕事のうち，そ
の43％はたった 1日の訓練その36％は1日ないし 1週間の訓練，その20％は 1
週間ないし1年の訓練しか必要とせず， 1年以上の訓練を必要とする職場はたっ
たの1％にすぎなかった。つまり，産業内部の変化によって，以前につくられて
いた各種の熟練の間の限界線はとり除かれたのである (HenryFord, My Life 
and Work, 1926, p. 110.）。
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要求を，かなりの程度まで充足する不可欠の要素である，とたえず主張して
きた。
熟練労働者を主体とする職能別組合の存続に固執する AFL（多数派）と，
新しく産業別組合の結成を呼びかけるルイスー派（少数派）の利害は，当然
のことながら，相反し，労働運動指導者間の分裂をもたらした。 AFLの指導
者たちが産業別組合に強固に反対し，職能別組合のイデオロギーに頑固に固
執した理由をレオ・ヒューバーマン (LeoHuberman)は，次のように説明
(4) 
する。「指導者たちがもはや労働運動にとって三文の値打もない哲学を放棄
することをこんなにもはげしく拒絶した理由は，彼らのもっている職業別組
合の哲学が， AFLを支配しているガッチリかたまった指導者たちの利益に
役だったからなのだ。手短かにいってしまえば一一古い線にそった指導者た
ちは，職業別組合によってうまい仕事にありついており，この仕事をもちつ
づけようと思っていたのだ。意識するとしないとにかかわらず，彼らは，労
働者の組織者としての役目よりも，仕事にありついている者としての地位に
ずっと多くの関心を払っていた。産業別組合主義がさかんになって，彼らの
指導に服さぬ新しい組合に新しい組合員がなだれこんでゆけば，彼らの権力
と彼らの一身の安全とが危険に瀕することはわかりきっていた。」
(5) 
ルイスは， AFL会費納入者の4分の 1を率いて， AFL内に産業別組織
委員会 (Committeefor Industrial Organization)を結成して，「AFL内
(6) 
の特別委員会」と称した。この委員会は， AFLの職能別組合という原則を放
棄すると同時に，組合の組織化に抵抗していた大量生産産業内に産業別組合
(7) 
を組織するという 2つの目的をもっていた。そのために，二元主義(dualism)
(8) 
として AFLから除名されることになる。
(4) Leo Huberman, We, Ths People, 1947.［小林良正・雪山慶正訳「アメリ
カ人民の歴史」岩波新書， 1968年，（下） 215~216ページ。〕
(5) 熊沢誠「寡占体制と労働組合」新評論， 1970年， 118ペー ジ。
(6) 津田真激「アメリカ労働運動史」総合労働研究所， 1972年， 204ペー ジ。
(7) James J. Flink, The Car Culture, 1975, p. 186; 
(8) Milton Derber and Edwin Young (ed.), Labor and the New Dsal, 1957. 
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その後， 1935年10月，アトランティック・シティーで開かれた AFL年次
大会で両派は決定的に対立し，同年11月8日， 8 つの産業別組合一~合同炭
坑労組，活版工組合，合同男子服組合，繊維労働者組織委員会，鉱山・製錬
業労組，石油労組，国際婦人服組合および帽子工組合~ AFLから分離
して，新しく産業別組織会議 (Congressof Industrial Organizations, CIO) 
を組織した。会員は約100万人で，初代議長には J.L. Iレイスが選出された。
(9) 
「大量生産工業の労働者のチャンビオン」と称賛される CIOの建設は，
(10) 
合衆国労働運動がこれまでになしとげた「最大の進歩」であり，「夜警にと
(11) 
っての曙光のように歓迎すべき」ものであった。そして1938年までに，反組
合主義のトリデともいうべき繊維，自動車，ゴム，鉄鋼その他大量生産産業
を急速に組織化するのに成功した。
1930年代のもっとも印象的にしてドラマチックな発展は，巨大な大量生産
産業における労働組合主義の勃興であるが，その意味でまさに，産業別組合
の出硯は「19世紀後半の動産奴隷制の崩壊と資本主義経済の勝利以来，アメ
(12) 
リカにおけるもっとも重要な社会発展」であった。
その後， 約20年間， AFLと CIOは運動方針や路線中の相遮から， 別々
の道を歩んできたが，労働者にとって決定的に不利な状況の出硯，労働組合
そのものの存亡を問われる事態の発生などによって，曲折はあったものの，
(13) 
1955年12月5日，両組合は大同団結し，ナショナル・センクーとして今日に
〔永田正臣・寺中良ニ・古庄正共訳「硯代アメリカ労働運動史」日刊労働通信社，
1964年， 102ペー ジ。J
(9) Ibid.，同上訳， 106ペー ジ。
(10) William Z. Foster, History of the Communist Party of the United States, 
1952. 〔合衆国共産党史刊行委員会訳「アメリカ合衆国共産党史」大月書店，
1968年，（下巻） 478ペー ジ。J
(11) 新川健三郎編「大恐慌とニューディール」平凡社， 1973年， 152ペー ジ。
(12) I. Howe and B. J. Widick, The UAW and Walter Reuther, 1973, p. 47. 
(13) ヘンリー・フォードJI世は， AFLとCIOのこの合同を「政治上最も急進的な
支配勢力••…•極左的な経済思想の牙城」を意味するものと特徴づけている (Her­
man E. Krooss and Charles Gilbert, American Business History, 1972, 
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いたっている。
しかしながら，昨今のアメリカの労働組合は，全般的に労資協調主義的傾
向を強めており，労働者の「組合離れ」現象も著しい。例えば， 19糾年9月
24日，アメリカ国内問題調査局が発表したところによると，アメリカの1982
年の民間労働者の労働組合加入率は80年の20.9%（実数2,240万人）から
17.9%（同1,980万人）に減少した。労組加入率が2,000万人の水準を割った
(14) 
のは， 1974年以来のことであり，労働運動指導者が危機感を強めていること
は，周知のところであろう。
さて本資料は， AlfredBaker Lewis, Why The C. I. 0., I叫ustrial
Democracy, Dec. 1937を抄訳し，紹介したものである。 A.B.,レイスは，
かなりの資産家であり， 1924年から40年まで，ニューイングランド地方にお
いて，アメリカ社会党のオルガナイザーとして活躍していた。その後，多く
の人々と同様，社会党幹部の複直的な玉条主義に反発して離党した。ルイス
の離党は，社会党の「主たる財政的守護神」の消滅を意味し，社会党の衰退
をもたらした。
ルイスはまた， 55年間の長きにわたって全米有色人種向上協会 (National
Association for the Advancement of Colored People, NAACP)の精力
的な活動家でもあった。 しかし，彼の真骨頂は，職能別組合志向的な AFL
にとってかわるべきものとして， CIOの産業別組合主義の急速かつ力強い
成長を支援したことであり， さらに，勢力を伸ばしてきた若い組合 CIOは
．「赤」で堕落しており，暴力志向的で，しかも非民主的であると中傷する者
に対して，敢然と反論したところにある。
本稿は， Jレイスがまだ社会党員であった1937年に執筆されたものである。
随所で，往時の雇用主の横暴ぶりや職能別組合 AFLよりも，産業別組合に
p. 298)。しかし，このような恐怖は， かなり誇張されたものであることはいう
までもない。
(14)井上昭一「産業民主主義論一ー1920年代のアメリカ合衆国を中心に一ー」大橋
昭ー・長砂寅纏著「経済民主主義と産業民主主義」関西大学出版部， l985年。
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結集してはじめて，労働者は自らの労働条件の向上と安寧を実現できること
を強調している。その具体的事例として，代表的な大量生産産業＿鉄鋼
業自動車工業，ゴム工業などーが CIOの旗の下に結集している状況が
紹介されている。
組合の必要性
全米中で，一般的に CIOとして知られる産業別組織委員会 (Committee
for Industrial Organization)が論文の見出しになったり，国民の考えのな
かに存在している。多くの雇用主は CIOを脅威の目でみたり，あるいは憎
悪の念を抱いてみたりしている。他方，幾百万人もの労働者は， CIOを希
望と愛情をもって眺めている。 CIOの存在は，全米のいたるところで，重
要な経済的かつ政治的問題を惹起してきた。今日， CIOは合衆国でもっと
も多く議諭される組織である。
CIOは，永年にわたって猛烈な反組合政策をとってきたとして有名な「現
在の」最大企業の2つ，すなわち USスチール社とジェネラル・モークーズ
社 (GM)との間に組合契約を締結した。これらの契約ならびにその他の業
績の結果として， CIOが推進してきた組合組織に賛同する感情の波が未加
盟の組合に拡がり，そして組合メンバーのかなりの増加をもたらした。
CIOは，職能別組合とは異ったものとして，産業別組合を組織しようと
試みている。この組織ならぴにそれを生みだした経済的理由をじゅう分に理
解するために，われわれは，まず，どうして組合をもたなければならないか
を認識する必要がある。
いうまでもなく，組合は特定のリーダーの悪ふざけの結果などでは，断じ
てない。組合は機械制生産方式がみられるところでは，どこの国にも存在す
る。事実，数年前まで，もっとも進んだ国々は，合衆国よりも高い労働組織
化率を誇っていた。 しかし，いまや CIOはこれを変えつつある。
強力な組合がなければ，雇用主は産業上の独裁者である。企業，とりわけ
巨大企業がますますわれわれの経済生活を支配するようになってきたため
52(312) 第 30 巻第 3 号
に，この産業独裁者はしだいに我慢のならないものになってきた。その状況
は，独占的産業におけると同様に，製靴業のような競争が支配している業界
においても，悪くなっている。競争という締めつけや圧迫を感じるとき，雇
用主は賃金切り下げ，労働時間延長，さらには非人間的なスピード・アップ
・システムの導入によって，労働コストを切り下げようと努める。
労働と資本はパートナーである，などということがいろいろいわれてい
る。パートナーは，パートナーシップを発揮するに際しては，同等の発言権
をもつと推察されている。しかし，労働者と雇用主との間では，支配力は対
等ではない。雇用主は労働者を解雇することはできるが，労働者は自分のポ
スの首を切ることはできない。パートナーではなく，雇用主が主人であり．，
他方，強力な組合メンバー以外の労働者は従僕なのである。
雇用主に賦与されている任免権の途方もなく巨大な権力について考えてみ
よI
労働者が未組織である工場の麗用主は，労働者の代表に妨害されずに，思
い通りの賃金支払いを決定することができる。彼は労働者にどれほど長い時
間働かせるか，についての決定権をもっている。雇用主は，そして彼だけが
スピード・アップ・システムを採用するか否か，についての発言権を有して
いる。麗用主は，もし婦人労働が安価であれば，男子労働者にとってかえ
る。そして彼は，人間を機械，すなわちけっして疲労せず，ただ油だけを食
う鉄の人間ととりかえることもできる。
アメリカ独立革命の前，ジョージ王は，税金がいかほどで，それがどのよ
うに使われるかについて，アメリカの植民地人の代表者に相談することな
く，課税しょうと努めた。このジョージ王の試みが，アメリカ独立革命の原
因の一つであった。今日，組合がないところでは雇用主は，かってジョージ
王が植民地人に対してふるったよりも，合衆国の労働者の生活の上に大きな
支配権を行使している。団体交渉が存在しない場合，雇用主は労働者の代表
たちに何ら発言権を認めずに，賃金，労働時間，さらには労働権すら決定す
る。これは産業独裁制である。他方，ジョージ王が実施しようと試みたこと
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のすべては，税金の規模を決定することだけであった。
雇用主の独裁権力は，彼らのもつ雇用・解雇権を通して行使される。彼ら
はこの権限を，産業の所有権を媒介にして保有する。換言すれば，雇用主の
経済的独裁制は経済力によって裏打ちされているのである。経済力は，大半
の人々にとっては，物理的な力ほどには悪いものとされていない。しかし，
経済力はもっと強力で効果的であり，被害者にとってははるかに深刻なもの
である。
もしある人が手にこん棒をもって他人を脅し，被害者に金を差し出すよう
に，あるいは打擦されるように要求すれば，それは物理的な力の例である。
それは非合法である。しかし，ある雇用主は同じようなこん棒，すなわち諸
君の仕事を奪いとる解雇権を所持している。その麗用主は，自分の労働者が
提示された条件下で働くことに同意しない限り，しばしばこの棒をもって脅
かす。これは経済力の一例であり，労働者の生活水準を深刻に切り下げるか
も知れない。強力な組合が存在しなければの話であるが，そのことは通常，
非常に有効である。そして，完全に合法的である。
ときには，この独裁的な支配力は，会社が住宅を所有している場合には，
いっそう強化される。とりわけ，たった一つの重要産業しか存在していない
町においては，雇用主は仕事だけでなく，労働者の家も所有しているかも知
れない。そのようなオーナーシップのもとでは，労働者はストライキに突入
したり，あるいはボスの不快を買えば，家から追い出されることはよくある
ことだ。
雇用主による，この完全な独裁的支配権は，法律によってある程度制限さ
れてきた。麗用主は，一定の年齢以下の児童を雇うことはできない。多くの
州では，婦人のための最低賃金法があり，最高労働時間が決められている。
ところが，雇用主の産業独裁に対するこ1れらの規制は，余り効果的ではな
い。せっかくの労働法が不充分にしか施行されないことがしばしばみられる
からだ。とりわけ連邦最高裁判所は，麗用主の権力をチェックするために議
会によって決定された道に，あらゆる種類の障害物をバラまいてきた。かく
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して連邦最高裁判所は，連邦政府が児童労働を禁止する法律を作ったり，労
働時間や賃金を規制する法律を制定したりすることを禁じてきた。さらに，
政府がさまざまな労働立法を通過させることさえ妨害した。これらの決定
が，進歩的な労働者が合衆国の最高裁判所の権限を抑制しょうと望んできた
要求の主な理由であった。
効果的な労働組合，つまり雇用主と団体合意をなし，それを実行に移せし
めるだけの強力な組合は，労働者に対して，かなりの程度の賃金，労働時
間，さらには労働条件に関する直接的な統制権限を付与する。しかも，労働
者を恣意的に解雇する雇用主の権限に対しても，一定の抑止力として機能す
る。組合は，もし必要ならば，このことをストライキ権によって行使する。
もし雇用主の全工場を完全に閉鎖するだけの効果的なストライキを打つこと
ができるならば，組合は，麗用主が労働者をレイオフしたり解雇したりする
ことによって労働者の賃金をス0 トップできるのと同様なほど完全に，麗用主
の利潤をもストップすることができる。強力な組合は，労働者に対して雇用
主とほぼ対等に交渉する権限を与える。
労働者が強力な組合を確立して賃金，労働時間ならびにその他の労働条件
を決定する雇用主の独裁権限を制限するとき，労働者はアメリカ民主主義の
原理を，産業における実践に適用しようと試みているのである。
最強の組合でさえ，労働者に雇用主と完全に対等の交渉力を与えることは
不可能であるし，産業に対する支配権において，労資間に本当の平等を確立
することもできない。労働者が強い組合を設立した場合でさえ，労働者は会
社の販売方針をコントロールできないし，新しい機械が導入されるとき労働
者のレイオフを妨げることもできない。労働者は，恣意的な解雇については
妨害することができる。労働者はシニオリティの原則，つまり先任権制度を
樹立することができる。その原則によって家族を扶養していく古参労働者は
麗用され続け，他方，他のコミュニティに容易に移動できたり，あるいは他
の仕事をたやすく習得することのできる若い労働者は解雇される。しかし，
組合がなければ，労働者は雇用主のいうがままであり，雇用主は産業独裁者に
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なるのは明白である。組合は，産業に本物の民主主義を確立する端緒となる。
会社組合
いうまでもなく，本当の団体交渉に対する要求を脇路へそらそうとする雇
用主の方法はカンバニー・ユニオン，つまり会社組合である。会社組合にお
いては，労働者の代表は薦用主によって賃金が支払われている。労働者の代
表は，労働者の権利を弁護できないことを知っている。なぜならば，彼はボ
スが自分を解雇する力を持っていることを熟知しているからだ。
真正の組合においては，雇用主と交渉する労働者の代表は労働者自身によっ
て選抜され，そして組合の専従役貝として給料が支払われる。すなわち彼ら
のサラリーは，労働者の組合費から支払われるのである。真正の組合にあっ
ては，労働者が組合の代表に対する解雇権をもっている。会社ではなく，労
働者が自分たちの代表の行動を支配することができるのである。
AFLと CIO
AFLと CIOの現在の反目は， もともと，製造業における職能別組合に
代わって，産業別組合組織 (CIO)のための急進的なキャンペーン実施を
AFLが拒否したこと， さらに職能別ではなく産業別に労働者を組織化しよ
うとして， CIOを創設した組合決定に，その端緒がある。
職能別組合は，働いている産業には関係なく，自分たちが使用している道
具，あるいは自分たちが従事している職種を基礎にして，労働者を組織して
いる。産業別組合は，労働者を彼らが製造している物を基礎にして組織して
いる。産業別組合主義者は，いかなる種類の仕事をしているかにかかわら
ず，特定の産業に働く人々を一つの組合に組織化することを望んでいる。例
えば職能別組合では，機械工は自分が造船所，鉄鋼所，自動車工場，電機装
置工場などのどこで働いているかに関係なく，機械工組合 (Machinist's
Union)に属する。他方，産業別組合では，鉄鋼所で働く全労働者は一ー機
械工，鋳型エ，工具・ダイ・メーカー，パンチ・プレス工などの如何にかか
わらずー一同じ組合に属する。電機工場で働く全従業員は電機組合に所属す
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る。自動車工場で作業する全労働者は一つの組合に集結するのである。
実際の例では， AFLは産業別組合と織能別組合双方を， そのメンバー内
にかかえていた。例えば合同炭坑労組 (UnitedMine Workers)は， 永年
AFL系の組合であったが， 同組合は炭坑で働く全労働者を含んでいた。別
の AFL系組合である合同織物労組 (UnitedTextile Workers)も，職種
のいかんを問わず，全織物労働者を含んでいた。
産業別組合組織形態は，本質的に，製造業に最適である。産業別組合の提
唱者は，その組織の長所を次のように主張する。もしある労働者グループが
ストライキに入らなければならないとすれば，全員がストライキに突入し，
また仕事に戻るときには，全員が揃って復朦するだろう，と。
同じ産業において，職種の異なる労働者が別々の組合に属するとき—例
えば職能別組合形態のように一，他の組合が作業中であるのに対して，別
の組合はストライキに入っているかも知れない。その結果は，一方の組合は
他方の組合のストライキ破りということになる。
労働運動の進展は，別の理由で，常に産業別組合主義を好んだ。産業別組
合は，当該産業においてもっとも高度に熟練し，もっともよく組織化された
労働者の力を，交渉力がきわめて弱い不熟練労働者に貸すことができるから
である。その結果，産業別組合主義は不熟練労働者を組織し，彼らのために
よりよい条件を獲得する最良の組織形態であることが判明した。産業別組合
にあっては，雇用主となされた一定の合意は全労働者に適用される。熟練労
働者の助力なくして，不熟練労働者だけでは工場閉鎖をすることはできない
し，よりよい労働条件を得ることもできない。しかしながら，産業別組合主
義のもとでは，全労働者はともにストライキに入り，そして合意が得られれ
ば，全員がその協定のなかに含まれるのである。
一見すればよく組織され，そして高度に熟練した労働者が，当該産業の未
熟練労働者に自分たちの交渉力を与えるというこの手続きは，一定の自己犠
牲を必要とするかも知れない。しかし，製造業をはじめ，その他の諸産業に
おける自動機械の急埴は，高給取りの労働者の熟練を奪い去り，彼らのほと
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んどを不熟練ないし未熟練の機械の番人の地位にまで引き下げてしまう。熟
練労働者の特定の技術が新しく発明された機械にとって代わられ，、彼自身が
不熟練労働者のランクにまで落とされてしまう。所有階級に対抗する労働階
級の団結を信じる者と同様に，先見の明ある熟練労働者はますます産業別組
合組織形態に魅力を感じるようになる。
それが提示する階級的団結の見地からしても，明らかに長所をもっている
にもかかわらず，産業別組合は AFL内では少数派であった。その理由は次
のとおりである。すなわち職能別組合は，製造業よりも組合結成に向けてい
く分熱心であった建築組合やサービス組合を組織化することができたからで
ある。高賃金や短い労働時間といった労働組合の長所は，靴，衣服，鉄鋼な
どの物理的な製品を生産している産業よりも，理髪店， ウェイクー，バーテ
ンダー，駆者といったサービスを供給する組合や建築組合の方がはるかに素
早く獲得された。例えば，ニューヨークの大工が強固に組織化されれば，フ
ィラデルフィアの大工は，たとえ未組織でも高給を得ることができた。この
ことは，理髪店の場合でも同様であった。
しかし，産業別組合主義が，とくに浸透している製造業では，事情が異な
る。例えば，ニューペドフォードの織物労働者が強固に組織化されていたと
しても，他の地域の織物労働者が組織化されていなければ，高い賃金を得る
ことができないのである。
マサチューセッツの織物労働者が固く団結されたとしても，南部の織物労
働者が未組織で，低賃金しか貰っていなければ，織物労働者は高給をとるこ
とができない。多くの織物製造業者は安価な労働力が確保でき，そして労働
コストを引き下げることができる南部へ工場を移転するだろう。したがっ
て，製造業における効果的な組合組織化のハズミは，全国中で同時に遂行さ
れなければならない。
労働者が AFL内に産業別組合を結成したとき， AFL支配下の職能別組
合主義者たちは，ただちにその組合を各工場における多くの職能別組合に分
裂させることを望んだ。産業別組合主義者たちを多くの職種に分割するこの
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プロセスは，通常，新しく組織された労働者の意気を殺ぎがちであった。
大恐慌の間，雇用主は，再三にわたって，賃金を切り下げるために，途方
もなく多くの失業者たちを利用した。その結果，労働者の間に資本に対する
大きな反抗がうみだされた。）レーズベルト政権の誕生とニューディールによ
って，労働者は精力的に組織しはじめた。そして普通は，彼らは AFLに参
加した。大工場の労働者が組合を結成すれば， AFLはそれを受け入れ，そ
して「連邦支部」 (FederalLocal)に組み入れた。
連邦支部は， AFLと提携を結んだ全国的あるいは国際的な組合ではなく，
AFLによって直接的に承認されたローカル・ユニオンである。それらロー
カル・ユニオンは， AFLに対して，通常の組合のように月額2セントでは
なく35セントの組合費を支払うことになっていたが， AFLはストライキ権
を与えない。一般的にそれらは「補充組合」としてとり扱われ，全国的およ
び国際的組合は，極力，それらのメンバーを職能別組合に振り分けようとし
た。
すでに産業を基本的単位として， AFL内に設立された組合は大量生産産
業―とくに鉄鋼，自動車，ゴム，織物，靴など—を産業組合ベースに形
成するために CIOを組織しようと決心した。それも，たとえ AFL内の支
配的な職能別組合のリーダーが産業別組合主義に反対したとしても，できる
ことならば， AFLの援助の下に組織することを願った。
CIOのバックポーンは， 3つの大きな基礎のしっかりした進歩的な組合
一合同炭坑労組，合同衣服労組および国際婦人服労組—から構成されて
いた。産業別組織へ向かっての 3大組合の動きは，驚くほど成功であること
を立証した。 自動車労働者は，およそ 2万人の組合員をひきつれて CIOに
加盟した。そして1年余の間に37万5,000人以上に増加した。ゴム労組は，
CIOに加入した最初の年に，組合員数を 3倍に増やした。鉄鋼労働者は1935
年5月の CIOの鉄鋼労働者組織委員会下の1万人以下から， 1937年10月に
CIOが最初の全国的な会議を催した時の50万人余にまで膨んだ。
GM—激しい反組合政策をとっている 10億ドル企業—は，坐り込みス
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トライキによって特徴づけられた激闘のストライキの後に， 1937年2月，組
合を承認せざるをえなかった。従来から組織労働に対して悪意をもち，かつ
成功的に反対していた「不倒の」記録をもっていた USスチールも， 1937 
年3月に組合協約に調印した。ジョーンズ・アンド・ラフリン社ならびに
400以上の小企業を含む他の鉄鋼企業や， フォードとパッカードを除く全自
動車メーカーも，最近，組合を承認・した。かくして，反組合主義の要塞たる
鉄鋼業と自動車工業において， CIOは， AFLがその全歴史を通じてなし遂
げてきたよりも，多くの進歩を 1年間で勝ちとったのである。
その他の産業におけるいくつかの組合―-AFL内では，産業別組合主義
にもとづいて成功的に組織することができないと感じたがゆえに， AFLの
外部にとどまっていた組合一も遅れて CIOに参加した。これらの組合の
なかには全米皮革労働者団体や船舶建造労働者産業組合があった。アメリカ
新聞組合のような，ホワイト・カラーで構成された組合もいくつか CIOに
加盟することを決定した。アメリカ教師連合は，その1937年大会において，
CIOと AFLのどちらに加入するかの問題に閲して，一般投票にかける決
定を行った。
製靴労働者と織物労働者は，かつて試みられたことのない規模で， CIO
の旗の下に結集しつつある。
電機装置メーカーは， CIO内に強力な組合を確立した。石油分野におけ
る労働者は活発に組織中である。全米中で最も収奪され，もっとも少なくし
か支払われていない農業労働者組合は， 1937年7月に， CIO傘下に入った。
未組織労働者を組織化するにあたっての， CIOの成功的な進展を苦々し
く感じていた AFLは， 1936年の夏に， CIOを AFL内から追放した。さ
らに CIOと結びついている組合支部を中央労働組合から除名し， CIOに対
して宣戦布告を行なった。
CIOが工場を組織し，そして雇用主をして，労働者のための団体交渉機
関を設置するよう全国労働評議会の選挙を承認させたような多くの例におい
て， AFLは干渉し， さらに労働者を CIOよりも AFLに加入させようと
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努めた。他の例では， AFLは，実際上，カンパニー・ユニオンのようにふ
るまった。例えば， CIO系の製靴労働組合に指揮されたメイン州ルイスト
ンとオーバーンの靴ストライキにおいて， CIOのオルガナイザーはフリー
ポート近くの町に出向き，そこで製靴労働者全員とサインした。その後彼ら
は，経営側に対して，より高い賃金とよりよい労働条件を具体化する団体交
渉協約に調印する会議を開催するよう要求した。それゆえに AFL傘下のプ
ーツ・アンド・シューズ労働者組合もその町へ行き，「労働者をメンバーと
して 1人も加入させないで」雇用主とクローズド・ショップ協定に調印し
た。そして雇用主に対して，労働者の賃金をまったく引き上げることなく，
労働者の給料から組合費を天引きする権利を与えた。
CIOの主要目的の 1つは，労働者の賃金を引き上げると同時に，団体交
渉権を与えることである。この点に関して， CIOは目ざましい成果をあげ
てきた。 USスチールと CIO系の鉄鋼労働者組織委員会によって締結され
た組合協約は，最低日給を4.20ドルから5.00ドルに引き上げ，そして高給労
働者にはそれぞれに比例した賃上げを実現した。 CIO系製靴労働組合とハ
イランド靴会社およびプロスペクト靴会社との間に結ばれた組合協約は，賃
金の10％引き上げと労働時間の48時間から40時間への短縮をもたらした。労
働者の採用は組合事務所を通じてなされる。そして組合メンバーは，労働協
約に遣反することなく，ストライキ破りの存在を理由にして，労務の提供を
拒否することができる。有給休暇も，組合協約の大半において獲得される。
とりわけ雇用主は，組合と公平な仲裁人によって認められた原因を除いて，
労働者を解雇することを禁じられている。
GM社長としてのアルフレッド・スローン氏は労働者の友人とはいい難
い。彼は次のように述べている。 1936年上半期に比較して1937年の上半期の
利益の減少は，組合によって課された高い労働コストのせいである，と。彼
の証言によれば，株主は損をし，労働者が多く勝ちとったのである。
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雇用主の反組合立法化要求
よりよい労働条件を獲得し，産業所有者の独裁権限を抑制するための，組
合組織化要求に直面した雇用主やそのスボークスマンは，・新聞などを通じ
て，一見論理的だが組合をクフにし，その効果を破壊し，そして雇用主の独
裁的な経済力を保持すべく法律の変更を要求して，情報を与えられない人々
を混乱させようと努めた。
雇用主は「クローズド・ショップの専制」について論じたり，さらには，
自分たちの仕事を守るためにユニオン・ショップに全労働者を加入させ，組
合費を支払うことを要求する組合の横暴ぶりについて話題にする。雇用主
は，クローズド・ショップを求めるストライキが非合法であり，とくに労働
者の給料から組合費が蔑用主によって天引きされることを非合法化したいと
望んだ。
クローズド・ショップは専制ではない。それは全労働者が雇用主と交渉す
るに当たって，労働者の主張を汲み上げる組合代表を投票で選ぶ権利をもっ
ている。組合は次のように主張する。全労働者は組合の活動方針と組合協約
に投票する権利をもっており，クローズド・ショップは専制どころか，資本
主義体制下において，できるだけ広汎な産業民主主義を獲得しようとする試
みである，と。
工場に雇用されている組は全員組合費を支払わなければならない，と主張
する忠実な組員の論拠は，組合によって勝ちとられた獲物は全員に分配され
なければならないのと同様に，重荷も全員で負担しなければならないという
ところにある。組合が，例えば高い賃金とか労働時間の短縮といった改良さ
れた条件を勝ちとれば，組合協定が結ばれている工場の全従業員は，その獲
物の分配にあずかる。ただし，これらの獲物を得ることは，ストライキがな
い場合でさえ，金がかかる。
組合を結成することによって獲得される利益を説明するために，オルガナ
イザーが送り込まれなければならない。高給を支払うために，産業の能率に
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関する情報が収集される必要がある。会社の支配下になく，また仕事を失う
恐れのない熟達した交渉者が獲得されなければならない。
従業員がエンジョイしている条件などの改良は，現実には，他の企業で働
いている組合メンバーが支払った犠牲の上で勝ちとられてきた。組合が得た
すべての利益は，組合を維持するコストを償うべきである。
組合費は労働者の保護の役目をする。われわれは保護のために税金を支払
う。税金は無知に対する保護である。なぜならば，税金は学校部門に支払う
から。税金は犯罪に対する保護である。というのは，それは警察部門に支払
うからである。同様に，組合費は賃金カット，スピード・アップ，雇用者に
よる恣意的な解雇に対する防護壁である。それは組合の維持のために使用さ
れるからである。組合費は集会場，弁護士，オルガナイザー，熟達した交渉
者を麗ったり，またストライキのときに必要な人々の救済資金を支払うため
に，組合の手元に何がしかの資金をプールしておくことを可能にする。
組合法人化要求
雇用主はチェック・オフ（給料天引き） ＿彼らは組合に引きわたす額を
労働者の給料・賃金から天引きすることに同意している—についても不満
をもらしている。すべての組合がチェック・オフを採用しているわけではな
いし，またいくつかの強い組合の提唱者は，チェック・オフを最良の組合方
針とみなしているわけでもない。なぜならば，チェック・オフは組合と麗用
主とを，余りにも密接に結ぴつけるからである。チェック・オフは，クロー
ズド・ショップにおいて支払われるべき組合費を徴収するための便宜的な方
法である。連邦政府はチェック・オフを，老齢年金や失業保険のための社会
保障税を集めるために用いている。それは，政府に各従業員から毎週数セン
トを徴収する仕事を免除するための方策として用いられている。
雇用主が異議を唱えるのはチェック・オフ方式なのではない。彼らは組合
に対して，できるだけ少数の人々からしか組合費を徴収しないよう望んでい
る。組合が強くなれば，雇用主の絶対的な産業独裁制を弱体化させ，労働者
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のために賃金を引き上げたり，労働時間を短縮するのに貢献するからであ
る。
組合を弱体化させるために，多くの雇用主たちは目下，いくつかの連邦法
の下に，組合を法人化しようと努めている。一見したところ，これは公平な
ようにみえるが，そうではない。雇用主は，必ずしも，自らの企業を株式会
社形態にするよう強要されない。彼らは株式会社形態を採用するかどうか，
有利な方をとる。
雇用主が株式会社形態をとるとき，彼らはそのためにどの州を選ぶか，の
自由も認められている。彼らは，実際にデラウェア州を選んだ。というの
は，同州の企業をとり扱う法律は厳格でないからである。ところが，組合の
法人化を望む雇用主やスポークスマンは，組合を厳格な連邦法の下にそれを
行うことを要求した。そして組合に，法人化するに際して，利用する州法を
選択することも承聡しなかった。
事実の問題として，組合と利潤を追求する企業とは比較できない。むしろ
組合は，共通の便宜性を求めて雇用主が形成する同業者団体に比肩しうる。
組合もそのメンバーの共通の便益のために組織されるからである。通常，雇
用主の同業者団体は法人化されていない。組合の法人化を要求する雇用主
が，自分たちの同業者団体を，厳格な連邦法の下に法人化されることを願う
など聞いたことがない。
もちろん，その理由は，組合の法人化要求を推進する雇用主は公平さに関
心をもっているのではなく，組合を弱休化させることに関心を抱くというこ
とにある。組合は利益を計上する企業ではない。したがって，組合は株式会
社ではない。組合は会員法人でなければならず，そのなかにあっては各組合
員はその法人のメンパーである。
雇用主は組合資金を涸渇させ，ストライキ救済の支払いを妨害し，そして
あらゆるストライキを打ち負かすことを望んでいる。
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ワグナー・コネリー法
ワグナー・コネリー法は，従業員が雇用主によって妨害，強制，あるいは
脅迫をうけずに団結する権利をもつことを保証している。それは会社組合を
禁じている。そして，いかなる会社の従業員の間でも，選挙を要求する権利
を組合に与えている。その会社においては，労働者は特定の工場，産業ある
いは職種の全労働者のための交渉機関を，多数決（投票）によって選ぶこと
が求められている。
現今の労働法が厳密に実践されるならば， ワグナー・コネリー法によって
確立された現在の状況は，労資双方にとって相互的なものである。ワグナー
・コネリー法は，雇用主が労働者の団結権を妨害するのを阻止するために必
要であった。
麗用主がワグナー・コネリー法の変更を要求するとき，彼らはワグナー・
コネリー法の下で乎等ないし相互関係を求めているのではなく，自分たちの
既存の十分な独裁的な経済力を使用する権利を要求しているのである。雇用
主は，従業員に影響を与えたいと願う何らかのメッセージをもって，従業員
と接する無限の機会をもっている。彼はそれを次の方法で可能にする。すな
わち①給料袋に印刷したアピール文を同封する，⑨工場の掲示板を利用す
る，⑧工場全体集会あるいは部門集会への出席を呼ぴかける，④従業員へ直
接に話しかける，⑤職長を通じて従業員個々人に話す，など。組合はそのよ
うな力をもっていない。
組合がすでに設立されてしまっているときでさえ，雇用主は組合を打ち負
かすために，産業の不況期や不況の接近を利用することができた。雇用主
は，多くの者がレイオフされる必要のあることを労働者が知っているとき，
組合に敵対する選挙を要求することによって，そのことを実行した。
雇用主の望む法律の下では「相互主義」はない。
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CIOに関する不正確な説明
CIOは組織化や高給を得るに当たって，とくに効果的であった。そのた
めに麗用主たちは， CIOに対してあらゆる種類の虚偽の議論や偽善的な議
論を吹きかけることによって，自分たちの立法化要求のハズミを補完してき
た。
麗用主が CIOに対して，再三用いてきた一つの議論は，自分たちには高
い給料を支払う余裕がないということであった。だが，この論議は，ほとん
どの場合，立証することがむずかしかった。
ニューヨーク証券取引所に上場された株式の価値総額は， 1933年3月1日
の198億，ドルから1937年11月1日の448億ドルに増加した。すなわち， Jレー ズ
ベルト大統領の第1期目の任期中におよそ2.25倍になったわけである。以来
今日まで，銀行家，大企業の株主，さらに株式投機家たちは，平均して2倍
以上金持ちになった。
資本家たちが，それほど沢山稼いだ理由は，労働者に対して，生産性向上
に見合うだけの給料を支払わなかったり，また雇用人数を増やさず合理化に
つとめたためである。
1936年12月の産業生産の調整済指標は， 1923~25年を100とすると， 121で
あった。しかし，給料は1923~25年のわずか95.2％にすぎず，そして工場労
働者数は，当時のそれの98.1％にすぎなかった。 1936年以来，組合，とりわ
けCIO系組合の活発化のために， そのギャップはいく分縮まってきた。と
はいえ，依然として，一方における給料支払いと雇用の増加と，他方におけ
る生産のかなり大きな増加の間には決定的な格差がある。給料支払いの遅れ
は麗用の遅れのせいである。雇用の遅れは，部分的にはスピード・アップの
ためであったが，主として着実に増加していった自動機械の利用のためであ
る。この新しい機械は，もし生産増に見合って給料が引き上げられ，労動時
間が短縮されるならば，生活水準を向上させ，余暇を増やすために用いられ
よう。
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しかしながら，産業の所有者たちは余暇を増やし，生活水準を引き上げる
ために新しい労働代替機械を設置するようなことはしない。もしそのような
結果が生じたとすれば，それは雇用主に関していえば，まったくの偶然的な
ものでしかない。雇用主は，生産単位当たりの労働コストを切り下げるため
に新しい機械を導入する。そしてこのことをなすために，彼らは生産の増加
よりも少ない程度に賃金引き上げを行ない，労働時間を短縮するのである。
利益の培加ならぴにその反映としての株式市場における株価の高騰は，通
常，労働コスト切り下げの成功を物語る証明である。
CIOやその他の組合は，新機械が可能にした労働者当たりの生産増に等
しいだけの労働時間短縮と賃金アッープを求めて闘っている。雇用主は，労働
代替機械の使用増からもたらされた生産性向上とバランスをとるために，賃
金増や労働時間の短縮を「任意に，あるいは自発的に」はやらない。それを
可能にするには強力な組合がいる。 CIOはよりよい労働条件を獲得すべく
闘っている。
CIOは赤か
雇用主は賃金引き上げや労働時間短縮を好まない。それらのことは，通
常，自分たちの利潤を減少させるからである。この点に関して， CIOと闘
うことを欲しない彼らの多くは「赤の恐怖」の声をあげ， そして CIOはモ
スクワで孵化されたと叫ぶ。雇用主は「CIOは赤だ」と宣言する。彼らの
見地からすればそうであろう。賃金増と労働時間短縮を勝ちとった組合はす
べて，雇用主の目には赤と映ろう。 しかし，これは CIOから労働者を追い
出そうとして，雇用主や労働者の敵によって用いられる虚偽の一つである。
それは真実ではない。
CIO の委員長は合同炭坑労組の議長ジョン •L. Jレイスである。ルイスは
1928年の大統領選ではクーリッジに，そして1932年にはフーバーに投票し
た。 1936年には彼はルーズベルトの支持者であった。しかし彼は，けっして
共産主義者でも社会主義者でもないし，またかつてそうであったこともなか
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った。実際に，｝レイスは坑夫の間に共産主義者の影蓉が波及するのに反対し
たくらいである。
CIO系組合には， いく人かの社会主義的組織者がいることは事実である。
それは別に驚くべきことではない。というのは，社会主義義者たちは常に組
合のなかで活動的であったし，しかも彼らはつねに産業別組合主義に好意を
寄せていたからである。だが社会主義的オルガナイザーはごく少数で，彼ら
がどのようなケースも支配しているわけではない。同じことは共産主義者に
ついてもいえよう。
CIOと暴力
「CIOは暴力の罪がある」というのが，常に組合主義に反対してきた人々
によってなされるもう一つの攻撃である。正直いって，ストライキは「しゃ
れたお茶の会」事件ではない。そうするようにいわれただけでストライキに
入るほど，人間は単純ではない。人間は，自分がひどい不正の犠牲であると
感じないかぎり，ストライキに突入して仕事を失うような危険をおかさな
い。自分たちは不正の犠牲である，と感じた何千人もの人々がストライキに
入るとき，そのうちのいく人かが暴力に訴えがちなことは確かである。組合
は，そのような暴力を抑止しようと試みてきた。なぜならば，暴力はただ労
働者に対して軍隊の力を向けさせ，そして彼らに大衆の非難をもたらすだけ
であることを知っているからである。
CIO系組合は暴力の加害者であるよりは，むしろはるかに暴力の犠牲者
であることは事実が示している。例えばリバプリック・アイアン・アンド・
スチール会社の労働者が1937年のメモリアル・デーに警官によって暴行され
たのは，その典型例である。
坐り込みストライキ
CIOは，雇用主が非合法だと主張している坐り込みストライキを採用し
ているとして，非難されている。実際には坐り込みストライキは， 1937年3
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月ごろから CIOによってほとんど廃止されてしまった。 とはいえ，坐り込
みストライキを使用する正当な理由があったし，今も存在する。実践的に
は，坐り込みストライキは， ピケット・ラインをともなう通常のストライキ
形態よりも，暴力に巻き込まれるケースは少なかった。警官，裁判所，知事
ーオールド・ディールであれニューディルであれー＿＿が平和的なピケット
の権利を成功的に否定してしまったので，労働者は坐り込みストライキに訴
えた。暴力の数からしても坐り込みストライキは非難されることはない。そ
れは，他の形態のストライキよりも暴行や殺人が少ない。坐り込みストライ
キに対する主な非難は，それが私有財産法の侵害にあるということである。
坐り込みストライカーは，技術的には，侵入者なのである。
GMの諸工場における坐り込みストライキは， GMが組合員数の多いエ
場の一つから，組合員数の少ない工場へ機械を移そうとしたときに始まっ
た。労働者はより高い給料を要求して騒ぎ立てたのではなかった。坐り込み
ストライキが始まったのは，労働者の仕事を保障し， かつ GMに団休交渉
権を承恩させるためであった。労働者の主張は次のごとくであった。すなわ
ち，工場に近づこうともしない株主よりも，生活の糧を稼いでいる場所に対
してはわれわれの方が多くの権利をもっている，と。
雇用主に組合との団体交渉を余儀なくさせる坐り込みストライキは，合法
であるとみなされるべきである。
CIOは無責任である
9 CIOに向かって雇用主によって投げかけられる言葉は，① CIOは無責任
である， ③ CIOは訓練されていない，⑧ CIOは協約を守らない，などで
ある。
いくつかのケースにおいて， GMの工場監督者は協約に進反した。これら
の監督者は永年にわたって，会社の以前の反労働政策で訓練されていたの
で，組織労働者と友好的に協力する方針に転換することができなかった。ま
た会社は，ショップ・スチュワードが従業員を代表することに同意しなかっ
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た。その結果，多くの不満が未解決のまま堆積した。そして絶望した労働者
は，自分たちの不平を解決するために，坐り込みストライキに訴えるのであ
る。
CIO系組合の多くは新しい。それら組合は，雇用主と取り引きする長い記
録をもっていなかった。 CIOを創設した3つの組合ー一そ合同炭坑労組，合
同衣服労組および国際婦人服労組＿は長年，尊敬すべき雇用主との間に忠
実かつ正直に団体交渉協定を守ってきた。それらの組合が無責任であるとい
うことは，まったく真実でない。
組合指導者は独裁者であるか
雇用主たちは，異口同音に， J.L. Iレイスや他の CIO系組合リーダーは
独裁者であるという。
実際には，少数の例外があるとはいえ，組合は民主主義的である。このこ
とは，とくに CIO系組合について真実である。民主主義は完全ではない。
組合は民主主義ほど完全ではない。しかし組合は，硯在の政治に比べれば，
はるかに完全な民主主義に近い。例えば炭坑夫，衣服労働者ならぴに鉄鋼労
働者の間に多いのだが，南部の CIO系組合メンバーの黒人は，組合事項に
関する件では投票権をもっているが，政府役人に対する投票権は拒否されて
いる。
ほとんどすべての組合は，だいたい2年毎に大会を開催する。これら大会
の代表は組合のメンバーによって選抜され，順次，代表は組合役員と執行機
関を選出する。ストライキの解決は，その目的のために選出された委員会や
役員たちによって交渉される。そして雇用主側から提示される解決に向けて
のほとんどすべての条件は，それが実際的なものならば，メンバーの投票に
よって批准されなければならない。
鉄鋼労働者組織委員会と織物労働者組織委員会の場合，当該産業の組合
は，これらの委員会に対して組織する権限と団体協約を交渉する権限を付与
している-そのためにもし必要ならば，ストライキも要求する―。これ
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は明らかに民主主義原理の否定ではなく，民主主義的手段による権限の委譲
である。
不完全な民主主義でしかない組合でさえ，労働者に賃金，労働時間ならぴ
に労働条件に関して何らかの約束を与える。組合がない場合には，そのよう
な事項に対して支配権はない。
動労権※
反組合政策をとる企業は CIOに対してさらにもう一つの攻撃をなす。雇
用主は自分たちはすべての人の神聖な勤労権の味方をすると主張する。そし
ていくつかの組合に対して，組合費を支払うための勤労権は認めないと主張
する。中西部のリパプリック，ャングスクウン，インランド・スチール社な
どで鉄鋼ストライキが生じたとき，雇用主はストライキ破りを獲得しはじめ
た。そして突然に，政府が「動労権」を擁護するために軍隊を招集すると表
明した。もちろん，これは完全な偽善である。組合一般，とくに CIO系組
合に対する雇用主の非難の多くと同様に，それは真実ではない。雇用主は，
賃金カットやスピード・アップを拒否する者は誰に対しても，勤労権を完全
に否定しょうとする。彼らは，組合費の徴収を望む組合を公然と非難する。
勤労権を口にする雇用主は，実際には，ストライキ破りの動労権を意味して
いるにすぎない。だが彼らは，公然とはそうはいわない。鉄鋼メーカーの要
請に応えて軍隊を招集した民主党のオハイオ州知事は，ストライキ破りの
「勤労権」を擁護した。しかし彼はそうはいわず，自分は勤労権全般を守護
しているのだと言明した。
※原語は Rightto workであって，硯在のアメリカ合衆国の， とくにサンベルトと
いわれる南部，西部の20州で実施されている「労働権」 (Rightto work)と同じ用語
であるが，後者の場合，クフト・ハートレー法14条b項にもとづいて，組合に加入し
たくない労働者の自由を法的に保障したものである。つまり，労働組合に加入してい
ないという理由で労働の権利を否定されないことを保障しているわけで，本稿で意味
されている Rightto workとは，まった＜性質が異なっている。 • 
なぜ産業別組合が必要なのか（井上） (331)71 
1930年， 31年， 32年， そして33年に戻ってみると，「勤労権」の擁護を主
張している麗用主は，何万人もの労働者をレイオフしてきた。当時の社会主
義者は勤労権を要求し，政府に対して工場を撤収し，人々に仕事を，彼らの
労働生産物の満額で与えるよう要求した。もちろん，社会主義者たちは赤と
いわれた。そして，勤労権に対する要求は，ストライキ破りの勤労権を要求
している同じ人々によって「赤の要求」としてとり扱われた。当時，動労権
を必要としていたのは正直な労働者であって，ストライキ破りではなかっ
た。
要約
労働者は組合をもたなければならない。雇用主は労働者を速く，長く，そ
して安く働かせることによって利潤をあげる。未組織産業においては，麗用
主は独裁力を有している。組合は労働者に生活，賃金，時間，その他工場の
諸条件についての約束を与える。労働者は職場の保障を増大させる。
産業別組合は，とくに製造業においては，職能別組合より優れている。産
業別組合は，熟練労働者の組織に対してと同様，不熟練労働者の組織にもよ
＜適応する。その組合は，一つの工場の一つの組合を，他の諸工場に対する
ストライキ破りから擁護する。 CIOは産業別に組織されている。そして職
能別に組織されている AFLよりも，とくに製造業において，組織化に当た
ってはよい仕事をしている。
CIOは労働時間の短縮，賃金引き上げ， かなりの程度の仕事の保障など
を与える協約を勝ちとった一一それも， AFLが永年にわたってけっして触
れえなかったアメリカで最高の反組合政策をとる雇用主から―。
CIOに対する攻撃は，事実上，根拠がない。 そのリーダーたちは， モス
クワから手当てを支払われている赤ではない。 CIO系組合は無責任でもな
ければ，訓練不足でもない。リーダーは独裁者ではなく，ほとんどの組合
は民主的に運営されている。 CIO系組合は，暴力の罪を負っているどころ
か，雇用主のために暴力の犠牲になっている。雇用主や反動家たちが一般
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に労働者の勤労権を擁護するというとき，彼らはまった＜偽善者なのであ
る。
